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人工知能（以下「AI」）技術の普及に伴い、業務効率の向上や新たなサービスの提供などの目的で、さまざまな事業分

野で AI活用が進んでいる。 2024 年 6 月 11 日、香港政府の個人情報監視機関である私穏公署（以下「PCPD1」）は

「AI：個人情報保護のためのモデルフレームワーク」（以下「フレームワーク」）を発表し、個人情報を取り扱う AI システ

ムの導入する企業や組織にガイドラインを策定した。本稿では、AI 使用におけるデータ保護とプライバシーに関する香

港の法的および規制的枠組みおよび企業が留意すべき要点について解説する。 

 

1. 背景 

 

香港の主な個人情報保護に関する法律は、個人情報（プライバシー）条例（以下「PDPO」）である。 ほかに PCPDは、

2021年に道徳的かつ責任を持った AI開発および使用に関するガイドラインを発布した。ガイドラインには、AI戦略と

管理モデルを策定し、リスク評価を行い、関連する監視体制の策定などの分野についてガバナンスなどの内容が盛り

込まれた。 

今回のフレームワークはガイドラインと同調する形で、AI の調達、導入、利用を希望する企業に対し、実践的で詳細な

アドバイスを提供するものである。 既存の AIソリューションを調達する場合でも、自社のニーズに応じて AIソリューショ

ンをカスタマイズする場合でも、個人情報のプライバシーを保護し、安全で倫理的かつ責任ある方法で革新的な技術の

利用を確保するため、AIシステムを調達・利用する際にフレームワークを参照し、フレームワークの対策を実施すること

を奨励する。 
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2. 本フレームワークの内容（抜粋） 

データ管理とともに AIの倫理原則を実現するため、AIの調達、導入、利用に関するフレームワークは以下である。 

 

 

フェーズ 概要  （抜粋） 

策定 

▪ AIモデルの調達と導入のプロセス 

i. AIソリューションの発掘 

ii. 適切な AIソリューションの選択 

iii. データの収集と準備 

iv. 特定の目的に合わせた AIモデルのカスタマイズ 

v. AIモデルのテスト、評価、検証 

vi. AIモデルのシステムと構成要素のセキュリティとプライバシーリスクのテストと監査 

vii. AIソリューションの自社のシステムへの導入 

▪ AIソリューションの調達におけるガバナンスの留意点 

i. AI活用の目的 

ii. プライバシーとセキュリティの責任と倫理的要件 

iii. 技術面とガバナンス面の国際基準 

iv. AIプログラムの審査基準と手続き 

v. データ取り扱いに関わる外部委託業者の協議 

vi. AIシステムによって生成された結果の取り扱いに関する方針 

vii. 環境変化の継続的レビューのためのプログラム 

viii. AIプログラムの継続的な監視、管理、保守のためのプログラム 

ix. AIサプライヤーの評価 
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3. まとめ 

 

AI技術の普及に伴い、AIを活用して業務をサポートする企業や組織が増加傾向にある。2023年 10月の生産力局

（HKPC）による調査の結果2によると香港企業の AI採用率が調査時点の 30％から本年は約 50％に上昇することが

予想されている。香港企業では、チャットボットや AI-OCRなどの生成 AI機能に多く活用している。そのため、個人情

報を用いて AIを活用する際は、プライバシー保護の意識が低いとデータ流失に繋がる可能性があるため、今回のフレ

ームワークは意識喚起を促す目的で発布された。 

特に複数の国・地域でデータセンターを保有するクラウドのプラットフォームにおいて、AIを活用する際は注意が必要

だ。AI活用に個人情報が伴う場合、データを香港外に移転する際には、企業は情報取扱者としてデータ保護の PDPO

の関連要件（付録参照）を遵守する必要がある。さらに、データが処理される管轄区域における、個人情報の越境移転

の制限または規制に関する法律の有無にも注意を払う必要がある。 

 
2 香港生産力促進局（HKPC）が 2023年 10月 4日に公布した「香港企業のデジタル化指数調査」

campaigns.hkpc.org/hubfs/CDD/media team/HK-Enterprise-Digitalisation-Index.pdf 

実施 

▪ 人的監視は AIを使用するリスクを最小限に抑えるための重要な対策である。 リスクレベルに基づいて、

人による必要な監視を行うべきである 

 

実行 

▪ データ準備の 4つの分野 

i. PDPOの遵守 

ii. AIのカスタマイズと利用に関わる個人情報量の最小化 

iii. AIのカスタマイズや利用に関わるデータの管理 

iv. データの取り扱いに関する適切な文書化 

▪ AIのカスタマイズ時のモデルの厳密な検証のための推奨ステップ 

i. 信頼性、堅牢性、公正性についてＡＩモデルに対する厳格なテストおよび検証を行う 

ii. 導入前、AIソリューションのホスティング（オンサイトまたは第 3者のクラウド）に基づくコンプライ

アンス面を検討 

iii. システムセキュリティとデータセキュリティの確保 

▪ AIの管理と継続的モニタリング 

i. 適切な文書化 

ii. AI事故対応計画の策定 

iii. 定期的な監査の実施 

iv. リスク要因の変化に応じて見直しの仕組み導入の検討 

促進 
▪ 利害関係者、特に社内スタッフ、AIサプライヤー、個人消費者、規制当局と定期的かつ効果的に連絡を

取り合い、効果的なコミュニケーションは信頼構築に不可欠 

https://campaigns.hkpc.org/hubfs/CDD/media%20team/HK-Enterprise-Digitalisation-Index.pdf
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PCPDによる AIガイドラインやフレームワークは法的な規制ではないものの、それらの策定から個人情報のプライバ

シー保護および倫理基準を考慮したうえでの AI発展を支援する姿勢がうかがわれる。今後 AIの急激な進歩と革新的

な成長により、香港の関連法規制環境は進化し続けるものと予想される。引き続き AIに関する規制動向に注目した

い。 

以上 

 

 

付録：PDPOの個人情報保護原則 

PDPOは、公共および民間組織による個人データの収集、保有、処理および使用を規制する。PDPOの別表 1にある

個人情報保護原則は、PDPOの核となる規定であり、個人情報の収集から破棄に至るまで、取り扱いのライフサイク

ル全体をカバーしている。 

 

  

原則 概要  （抜粋） 

データ保護原則 

1 収集の目的と方法 

▪ 個人情報利用者が個人情報を収集できるのは、その機能または活動に直接関連する合

法的な目的に限られること、収集方法は合法的かつ公正でなければならないこと、収集

するデータは必要かつ十分であるが目的との関連において過剰であってはならないこと

を定めている 

▪ 個人情報利用者はデータ収集の目的、データの移転先、データ当事者がデータへのアク

セスや訂正を要求できる権利と手段を明示する必要がある。「個人情報収集に関する声

明」に記載されるのが一般的 

データ保護原則 

2 正確性と保持期間 

▪ 個人情報利用者に対し、保有するすべての個人情報が正確であることを保証するため、

実行可能なすべての措置を講じ、データが使用される目的の遂行に必要な期間を超えな

い期間保持することが要求される。 PDPO第 26条で、個人情報利用者が不要になった

個人情報を消去する要求が含まれている 

▪ 個人情報利用者が業者に個人情報の取り扱いを委託する場合、業者が必要以上に個人

情報を保管しないよう、契約またはその他の手段を採用しなければならない 

データ保護原則 

3 データの使用 

▪ データ当事者の自発的な明示的同意がある場合を除き、個人情報を新たな目的、すなわ

ち当初の収集目的とは異なる目的または無関係な目的に使用してはならない 

データ保護原則 

4 データのセキュリティ 

▪ 個人情報利用者に対して、保有する個人情報を不正または偶発的なア クセス、処理、消

去、紛失または使用から保護するために、実行可能なすべての措置を講じることが要求

される 

▪ 個人情報利用者が業者に個人情報の取り扱いを委託する場合、業者に上記のデータセ

キュリティ要件を遵守するよう、契約またはその他の手段を採用しなければならない 

データ保護原則 

5 透明性 

▪ 個人情報利用者に対し、個人情報に関する方針および慣行、保有する個人情報の種類、

個人情報を保有する主な目的などの情報が公開されるよう、実務上可能なあらゆる手段

を講じることを義務付けている 

データ保護原則 

5 閲覧と訂正 

▪ データ当事者が自己の個人情報へのアクセスおよび訂正を要求する権利 が規定される 

▪ PDPO第 5部では、データへのアクセス要求およびデータ訂正要求に応じるための方法

および期限、個人情報利用者が要求を拒否できる状況を羅列されている 
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